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北上地区消防組合 



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,245,915 固定負債 491,848

有形固定資産 884,073 地方債 491,848
事業用資産 471,792 長期未払金 0

土地 126,497 退職手当引当金 0
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 749,882 その他 0
建物減価償却累計額 △ 404,587 流動負債 171,844
工作物 1,550 1年内償還予定地方債 101,024
工作物減価償却累計額 △ 1,550 未払金 0
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 70,520
航空機 0 預り金 300
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 0 663,692
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 653,043

インフラ資産 0 余剰分（不足分） △ 54,542
土地 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 0

物品 1,283,948
物品減価償却累計額 △ 871,667

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 361,842
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 0
長期貸付金 0
基金 0

減債基金 0
その他 0

その他 361,842
徴収不能引当金 0

流動資産 16,278
現金預金 16,278
未収金 0
短期貸付金 0
基金 0

財政調整基金 0
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0 598,501

1,262,193 1,262,193

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

経常費用 1,315,736 ※

業務費用 1,213,039 ※

人件費 1,053,026 ※

職員給与費 820,793
賞与等引当金繰入額 70,520
退職手当引当金繰入額 -
その他 161,712

物件費等 158,438
物件費 102,287
維持補修費 3,208
減価償却費 52,208
その他 735

その他の業務費用 1,575
支払利息 1,535
徴収不能引当金繰入額 -
その他 40

移転費用 102,697
補助金等 85,432
社会保障給付 16,080
他会計への繰出金 -
その他 1,185

経常収益 42,391
使用料及び手数料 2,686
その他 39,705

純経常行政コスト △ 1,273,345
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 550
資産売却益 550
その他 -

純行政コスト △ 1,272,795

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

前年度末純資産残高 320,685 375,264 △ 54,579

純行政コスト（△） △ 1,272,795 △ 1,272,795

財源 1,229,869 1,229,869

税収等 1,229,869 1,229,869

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 42,925 ※ △ 42,925 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 42,962 42,962

有形固定資産等の増加 9,246 △ 9,246

有形固定資産等の減少 △ 52,208 52,208

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 320,741 320,741

その他 - - -

本年度純資産変動額 277,816 277,779 37

本年度末純資産残高 598,501 653,043 △ 54,542

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H28
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 千円

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 1,260,763

業務費用支出 1,158,066
人件費支出 1,050,261
物件費等支出 106,270
支払利息支出 1,535
その他の支出 -

移転費用支出 102,697
補助金等支出 85,432
社会保障給付支出 16,080
他会計への繰出支出 -
その他の支出 1,185

業務収入 1,258,877 ※

税収等収入 1,229,869
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 2,686
その他の収入 26,321

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 1,886
【投資活動収支】

投資活動支出 42,811
公共施設等整備費支出 42,811
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 550
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 550
その他の収入 -

投資活動収支 △ 42,261
【財務活動収支】

財務活動支出 36,651
地方債償還支出 36,651
その他の支出 -

財務活動収入 83,600
地方債発行収入 83,600
その他の収入 -

財務活動収支 46,949
2,801 ※

13,177
15,978

前年度末歳計外現金残高 300
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 300
本年度末現金預金残高 16,278

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成２８年４月１日　
至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１　貸借対照表の明細
（１）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業 592,872 101,024 56,159 536,713

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 592,872 101,024 0 56,159 0 536,713 0 0 0 0

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

592,872 592,872 0.27%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

592,872 101,024 87,527 75,739 71,677 53,801 50,776 50,776 50,776 50,776

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 0

徴収不能引当金 0

退職手当引当金 0

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 67,755 70,520 67,755 70,520

合計 67,755 70,520 67,755 0 70,520

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

共同指令センター
整備工事負担金
消防救急無線デジタル化
整備工事負担金

計

消防通信指令事務協議会
負担金

その他

計

（単位：千円）

区分 相手先 金額 支出目的

75,587

他団体への公共施設等整備補助金等 
(所有外資産分）

盛岡地区広域
消防組合

51,340 整備工事負担金

盛岡地区広域
消防組合

24,247 整備工事負担金

合計 85,432

盛岡地区広域
消防組合

4,610 運営費負担金

9,845

5,235その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
1,229,869

1,229,869

計 0

計 0
0

1,229,869

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

構成市町分担金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 1,272,795 0 59,400 1,158,422 54,973

有形固定資産等の増加 9,246 0 24,200 18,611 △ 33,565

貸付金・基金等の増加 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

合計 1,282,041 0 83,600 1,177,033 21,408

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 15,978

短期投資

合計 15,978



固定資産台帳
建物

所在地 資産名称 名称 耐用年数 取得日 償却開始日 取得価額等 現在簿価 減価償却累計額

1 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎 鉄筋コンクリート 50年 1977/03/01 1977/04/01 146,395,000 29,279,000 117,116,000

2 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎(1F事務室等改築） 鉄筋コンクリート 50年 1999/07/01 2000/04/01 13,125,000 8,662,500 4,462,500

3 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎(2F事務室等改築） 鉄筋コンクリート 50年 2000/07/01 2001/04/01 18,375,000 12,495,000 5,880,000

4 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎（小会議室・喫煙室）鉄筋コンクリート 50年 2008/03/01 2008/04/01 1,943,000 1,593,260 349,740

5 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎（冷暖房設備） 冷暖房設備 13年 2011/12/15 2012/04/01 29,400,000 18,081,000 11,319,000

6 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎（女子トイレ） 鉄筋コンクリート 38年 2014/10/10 2015/04/01 4,212,000 3,984,552 227,448

7 北上市柳原町2丁目3番6号 本部庁舎（新車庫等） 鉄筋コンクリート 50年 1992/01/01 1992/04/01 200,747,000 100,373,500 100,373,500

8 北上市柳原町2丁目3番6号 主訓練塔 鉄筋コンクリート 50年 1984/11/01 1985/04/01 24,300,000 8,748,000 15,552,000

9 北上市柳原町2丁目3番6号 副訓練塔 鉄筋コンクリート 50年 1984/11/01 1985/04/01 9,300,000 3,348,000 5,952,000

10 北上市和賀町藤根17地割70番地 和賀中部分署 鉄筋コンクリート 50年 1974/12/01 1975/04/01 25,960,000 4,153,600 21,806,400

11 北上市和賀町藤根17地割70番地 和賀中部分署（車庫） 軽量鉄骨造 25年 1991/11/01 1992/04/01 953,000 1 952,999

12 和賀郡西和賀町清水ヶ野18地割4番地7 西和賀消防署 鉄筋コンクリート 50年 1974/12/01 1975/04/01 25,360,000 4,057,600 21,302,400

13 和賀郡西和賀町清水ヶ野18地割4番地7 西和賀消防署（車庫） 軽量鉄骨造 25年 2007/03/01 2007/04/01 1,080,000 648,000 432,000

14 和賀郡西和賀町川尻40地割103番地6 西和賀消防署湯田出張所 鉄筋コンクリート 50年 1995/07/01 1996/04/01 103,391,000 59,966,780 43,424,220

15 北上市相去町平林3番地5 北上消防署大堤分署 鉄筋コンクリート 50年 1997/10/01 1998/04/01 144,795,000 89,772,900 55,022,100

16 和賀郡西和賀町柳沢70地割1-25 西和賀無線中継局舎 鉄骨造 31年 1994/01/01 1994/04/01 546,000 131,586 414,414

749,882,000 345,295,279 404,586,721



 

 

北上地区消防組合一般会計財務書類の注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円として

います。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 (2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

 ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                    （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  13年～50年 

    工作物 40年 

    物品  ５年～10年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

  （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定

額法によっています。） 



 

 

 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 退職手当引当金 

 期末自己都合要支給額に、退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の

負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除

した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加

算した額を控除した額を加算して計上しています。 

  ② 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上し

ています。 

 (5) 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 (6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上

の場合に資産として計上しています。 

 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

２ 追加情報 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

  ① 一般会計等財務書類の対象範囲は以下のとおりです。 

   ア 一般会計 

  ② 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。 

  ③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 (2) 貸借対照表に係る事項 

  ① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基

準財政需要額に含まれることが見込まれる金額 365,677 千円 

 (3) 純資産変動計算書に係る事項 

  ① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容  

    ア 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における短期貸付金を加えた額を計上しています。 

   イ 余剰分（不足分） 



 

 

 

     純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上していま

す。 

 (4) 資金収支計算書に係る事項 

  ① 基礎的財政収支 △42,612 千円 

  ② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書   1,356,203千円 1,340,225千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の
相違に伴う差額 

0千円 0千円 

繰越金に伴う差額 △ 13,176千円 0千円 

資金収支計算書 1,343,027千円 1,340,225千円 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の

内訳 

    資金収支計算書 

     業務活動収支              △1,886千円 

     投資活動収入の国県等補助金収入        0千円 

     未収債権、未払債務等の増加（減少）   401,880千円 

     減価償却費              △ 52,208千円 

     賞与等引当金繰入額          △ 70,520千円 

     退職手当引当金繰入額              千円 

     徴収不能引当金繰入額              千円 

     資産除売却益（損）             550千円 

    純資産変動計算書の本年度差額       277,816千円 

  ④ 重要な非資金取引 

    重要な非資金取引は以下のとおりです。 

    新たに計上した消防救急無線デジタル設備に係る資産の額は、整備期間の３

箇年にわたり負担し平成28年度に取得した額 320,741千円 

 


